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　 　 証券コード　2304
　 　 平成23年12月２日

株 主 各 位 　 　

　 　 東京都千代田区麹町六丁目１番地25

株 式 会 社 Ｃ Ｓ Ｓ ホ ー ル デ ィ ン グ ス

　 　 代表取締役社長  林田　喜一郎

第27期定時株主総会招集ご通知

拝啓　平素は格別のご高配を賜り、厚く御礼申しあげます。

さて、当社第27期定時株主総会を下記により開催致しますので、ご出席くだ

さいますようご通知申しあげます。

なお、当日ご出席願えない場合は、書面によって議決権を行使することがで

きますので、お手数ながら後記の株主総会参考書類をご検討のうえ、同封の議

決権行使書用紙に議案に対する賛否をご表示いただき、平成23年12月17日(土曜

日)午後５時までに到着するようご返送くださいますようお願い申しあげます。
敬　具

記

１．日 時 平成23年12月19日(月曜日) 午前10時
２．場 所 東京都千代田区六番町15番地
　 　 主婦会館プラザエフ 地下２階 クラルテ
　 　 （末尾の会場ご案内図をご参照ください。）
３．目 的 事 項 　
　 報 告 事 項 １．第27期（平成22年10月１日から平成23年９月30日まで）

事業報告、連結計算書類ならびに会計監査人および監
査役会の連結計算書類監査結果報告の件

　 　 ２．第27期（平成22年10月１日から平成23年９月30日まで）
計算書類報告の件

　 決 議 事 項 　
　 議　　案 取締役８名選任の件
４．招集にあたっての決定事項

代理人により議決権を行使される場合は、議決権を有する他の株主の
方１名を代理人として株主総会にご出席いただけます。ただし、代理権
を証明する書面のご提出が必要となりますのでご了承ください。

以　上
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　
　当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提
出くださいますようお願い申しあげます。
なお、株主総会参考書類ならびに事業報告、計算書類および連結計算書類に

修正が生じた場合は、インターネット上の当社ウェブサイト（アドレス　
http://www.css-holdings.jp/）に掲載させていただきます。
　

昨年度まで定時株主総会後に開催しておりました株主懇親会は、昨今の情勢
等を勘案し、その開催を見送らせていただきます。予めご了承くださいます
ようお願い申しあげます。
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（提供書面）
　

事　業　報　告

（平成22年10月１日から）平成23年９月30日まで

　

１．企業集団の現況

(1) 当連結会計年度の事業の状況

　当連結会計年度におけるわが国経済は、東日本大震災の影響による急激

な落ち込みから緩やかに回復が続いたものの、その水準は震災前には届か

ず、その後の急速な円高進行や海外経済の不透明感から、景気の下振れリ

スクが高まっております。また、社会保障制度の不安を背景とし、消費者

マインドの改善は緩やかなものにとどまり、依然サービス産業全体に与え

る影響は大きく、当社グループの主要顧客であるホテル業界や商業施設業

界の動向は、先行き不透明な状況を残したまま推移致しました。

　このような中、当社グループの上半期の業績は計画を上回り好調に推移

しましたが、震災により一転し、下半期においては想定を超える売上高、

営業利益の減少が続きました。

　この結果、当連結会計年度の業績は、震災後に公表した通期連結業績予

想に比べ、主要顧客の稼働率に応じた柔軟な対応を図り改善したものの、

連結売上高は11,603百万円（前連結会計年度比6.6％減）、連結営業利益は

71百万円（同51.4％減）、連結経常利益は79百万円（同48.2％減）、連結

当期純利益は7百万円（同72.0％減）となりました。

　

　続きまして、当連結会計年度における事業別の状況は次のとおりです。

　

＜スチュワード管理事業 ㈱セントラルサービスシステム（ＣＳＳ）＞

　当事業は、ホテル・レストランにおける食器洗浄を中心としたスチュワ

ード管理を全国展開している当社グループの中核事業です。

　当連結会計年度においては、昨年10月にグランドオープンした都心の名

門ラグジュアリーホテルを含め複数のシティホテルより、新たにスチュワ

ード管理業務を受注し業務を開始致しました。また、従来スチュワード管

理業務の一部として行っていた厨房清掃業務を発展させ、業域拡大による

収入増を実現するべく、ホテルの客室清掃業務、一般清掃業務の営業活動

ならびに受注を開始致しました。

　しかしながら、震災および原発事故の影響は大きく、回復基調ではある

ものの外国人旅行者の減少等による客室稼働率の低下や宴会の中止・延期
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が相次ぎ、スチュワード管理業務における事業所あたりの業務量の減少が

続きました。

　この結果、当連結会計年度の売上高は4,483百万円（前連結会計年度比

11.2％減）、営業利益は58百万円（同49.2％減）となりました。

　

＜総合給食事業 ㈱センダン（ＳＤＮ）＞

　当事業は、従業員食堂運営を中心にレストラン運営などフードサービス

に係る総合給食事業を全国展開しております。

　当連結会計年度においては、中部地区の私立大学内学生食堂に加え、Ｃ

ＳＳと共同で相互の顧客基盤を活かした営業展開を図り、複数のシティホ

テル内従業員食堂を新たに受注し、食堂運営を開始致しました。

　しかしながら、震災の影響により、ホテル内従業員食堂およびレストラ

ンの利用客の減少が続き、原発事故を背景とした食材費の値上がり等も加

わり、厳しい事業環境が続きました。

　この結果、各事業所の稼働状況は震災前の水準に戻りつつあるものの、

当連結会計年度の売上高は2,149百万円（前連結会計年度比9.3％減）、営

業損失は18百万円（同79百万円減）となりました。

　

＜映像・音響機器等販売施工事業 東洋メディアリンクス㈱（ＴＭＬ）＞

　当事業は、日本のＢＧＭのパイオニア企業としての音楽関連事業と、セ

キュリティー・システム、映像・音響システムの設計施工事業を幅広い顧

客層に展開している当社グループの中核事業です。

　当連結会計年度においては、売上の集中する３月・９月の年度末需要に

向けた積極的な営業活動を推進し、金融機関の多店舗にわたる防犯カメラ

設備の増設・切換工事、大型オフィスビル・大型商業施設の弱電工事、エ

キナカ・駅チカ商業施設のＢＧＭ設備工事等の受注による収益の確保に注

力致しました。また、震災以降、セキュリティー設備・音響設備関連のメ

ンテナンスサービスの増加に伴い、機器メーカーとの連絡を密に、その対

応に注力致しました。　

　この結果、当連結会計年度の売上高は3,303百万円（前連結会計年度比

3.6％増）、営業利益は59百万円（同196.9％増）となりました。

　

＜音響・放送機器等販売事業 音響特機㈱（ＯＴＫ）＞

　当事業は、大型スピーカーやアンプ等のプロフェッショナル向け音響機

器の輸入および販売事業を展開しております。

　当連結会計年度においては、プロオーディオ機器の展示会出展など積極

的な販促活動を実施致しました。また、国内外メーカーとの勉強会等によ
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りスタッフの専門性・商品知識の向上に注力するとともに、海外ブランド

のラインナップの拡充に向けた海外視察を積極的に実施致しました。

　この結果、コンサートホール・文化会館等への大型音響機器の納入や、

オフィスビル・公官庁への会議システム機器の納入等を行い、当連結会計

年度の売上高は1,706百万円（前連結会計年度比8.3％減）、営業利益は41

百万円（同22.1％増）となりました。

　

＜総務・人事・経理管理事業 ㈱ＣＳＳビジネスサポート（ＣＢＳ）＞

　当事業は、総務・人事・経理業務をグループ会社より受託しております。

　当連結会計年度においては、将来の事業拡大に向け、外部企業から新た

に給与計算業務を受託し業務を開始致しました。また、グループ各社の業

務効率化を積極的に推進し、ＳＤＮ全事業所への労務管理システムの導入、

ＣＳＳ・ＳＤＮ全事業所への新グループウェアの導入、約3,500名のＣＳ

Ｓ・ＳＤＮ従業員への給与明細の電子化等を実施致しました。

　この結果、業績は計画どおり推移致しました。

　　　

②　設備投資の状況

当連結会計年度中には、該当する重要な事項はございません。

　

③　資金調達の状況

当連結会計年度中には、該当する重要な事項はございません。

　

(2) 直前３連結会計年度の財産および損益の状況

区 分
第 24 期

(平成20年９月期)
第 25 期

(平成21年９月期)
第 26 期

(平成22年９月期)

第 27 期
(当連結会計年度)
(平成23年９月期)

売 上 高 （千円） 17,557,122 14,704,635 12,421,509 11,603,851

当期純利益または
当 期 純 損 失 ( △ )

（千円） △631,472 144,519 26,472 7,407

１株当たり当期純利益
または当期純損失(△)

（円） △12,374.04 2,829.83 519.17 146.83

総 資 産 （千円） 7,387,965 6,707,451 6,356,850 5,969,898

純 資 産 （千円） 1,468,701 1,594,492 1,563,547 1,554,969

１株当たり純資産額 （円） 28,889.28 31,235.16 30,993.26 30,823.21

（注）　第24期当期純損失の理由は、連結子会社㈱セントラルマネジメントシステムの事業整

理損失引当金、当社および連結子会社の投資有価証券評価損を特別損失に計上したこ

とによります。
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(3) 重要な子会社の状況

会 社 名 資 本 金 当社の議決権比率 主 要 な 事 業 内 容

㈱セントラルサービスシステム 50,000千円 100％ スチュワード管理事業

㈱センダン 50,000 100 総合給食事業

東洋メディアリンクス㈱ 50,000 100 映像・音響機器等販売施工事業

音響特機㈱ 120,000 100 音響・放送機器等販売事業

㈱ＣＳＳビジネスサポート 10,000 100 総務・人事・経理管理事業

　　

(4) 対処すべき課題

　当社グループは、このたびの震災の影響を考慮した中期事業計画の策定に

着手しております。その中で、事業の基軸を明確にし、環境変化に柔軟に対

応できる事業会社の運営と、迅速な意思決定による効率的なグループ経営体

制の構築を追求してまいります。

　

＜スチュワード管理事業 ㈱セントラルサービスシステム（ＣＳＳ）＞

　当事業は、業界のリーディングカンパニーである高いスチュワード管理業

務の品質をさらに向上させるべく、教育・研修による専門性の追求に注力し、

全国のエリア責任者・事業所責任者を中心とした育成を図ってまいります。

　また、従来はスチュワード管理業務の一部として行っていた清掃業務を独

立させ、新たな業務の柱として、ホテルの客室清掃業務、一般清掃業務の新

規獲得を目指します。これにより「スチュワード業務」「清掃業務」、ＳＤ

Ｎの「給食業務」を加えたパッケージ化によるラインナップの強化を図り、

総合請負ビジネスとして、主要顧客であるホテル・レストラン業界をはじめ

とする多方面に、訴求、提案を行ってまいります。

　

＜総合給食事業 ㈱センダン（ＳＤＮ）＞

　当事業は、旧来の従業員食堂スタイルから、嗜好と流行の移り変わりに即

したワンランク上のクオリティーの提供による競合他社との差別化を目指し

ます。

　当事業の強みである現地調理と地域性・客層に応じた味へのこだわりを残

しながら、接客・サービスの向上と付加価値のあるメニュー開発をはじめと

した業務クオリティーの向上に取り組んでまいります。これにより、レスト

ラン・クオリティーを望まれるお客様に訴求、提案を行ってまいります。

　また、営業活動の効率化を目指し、従来は、ＣＳＳ、ＳＤＮそれぞれが単

独で行っていた営業を、前述の営業戦略に合わせ、ＣＳＳとの情報共有と営

業の一体化を図ってまいります。　
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＜映像・音響機器等販売施工事業 東洋メディアリンクス㈱（ＴＭＬ）＞

　当事業のハード部門は、機器メーカーを限定せず空間特性に合わせた最適

なシステムを設計・施工できる強みを活かし、映像音響システム、セキュリ

ティー・システムの独立系プランニング企業として、フルデジタル標準化等

の提案を促進してまいります。

　また、全国に支店・拠点を持つ大型商業施設や金融機関等に向けた受注増

加とサービスの向上を目的に、西日本への販売拠点の拡大を目指してまいり

ます。

　ソフト部門は、大型商業施設、多店舗型ブランドショップ、多店舗型レス

トランのブランディングをサポートするため、音を基軸に映像、照明、ナレ

ーション、香りなどを加えたオリジナルの空間演出を目指してまいります。

　

＜音響・放送機器等販売事業 音響特機㈱（ＯＴＫ）＞

　当事業は、プロオーディオ機器を取り扱う専門商社としての豊富な専門知

識と、全国の設備会社様とのネットワークを背景に、新たな海外ブランドの

国内総代理店権獲得を推し進めます。また、獲得した海外ブランドの販売ル

ートを拡げるため、現在の東京本社、大阪営業所、福岡営業所に加え、さら

なる販売拠点の拡大を検討してまいります。

　

＜総務・人事・経理管理事業 ㈱ＣＳＳビジネスサポート（ＣＢＳ）＞

　当事業は、引き続きグループ全社の総務・人事・経理に関する管理業務の

集約化を推進してまいります。また、一定の成果をあげたＩＴシステムの統

合においては、今後、長期的な計画に基づき、さらなる業務効率化を図って

まいります。
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(5) 主要な事業内容（平成23年９月30日現在)　

事 業 区 分 主 事 製 品 ・ 事 業 内 容

スチュワード管理事業 ホテル・レストランにおけるスチュワード管理

総合給食事業 従業員食堂運営を中心とするフードサービス

映像・音響機器等販売施工事業 セキュリティー・システム、音響映像システム等の販売・施工

音響・放送機器等販売事業 業務用音響機器の輸入・販売

総務・人事・経理管理事業 総務・人事・経理関連業務の受託

　　

(6) 主要な営業所（平成23年９月30日現在)　

当　社 本社：東京都千代田区

㈱セントラルサービスシステム

本社：東京都千代田区
東海営業所：愛知県名古屋市
大阪営業所：大阪府大阪市
福岡営業所：福岡県福岡市　

㈱センダン
本社：東京都千代田区
大阪営業所：大阪府大阪市

東洋メディアリンクス㈱
本社：東京都千代田区
川崎商品センター：神奈川県川崎市
山形営業所：山形県山形市　

音響特機㈱

本社：東京都千代田区
大阪営業所：大阪府大阪市
福岡営業所：福岡県福岡市
商品センター：東京都豊島区　

㈱ＣＳＳビジネスサポート 本社：東京都千代田区
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(7) 使用人の状況（平成23年９月30日現在）

①　企業集団の使用人の状況

事 業 区 分 使 用 人 数 前 連 結 会 計 年 度 末 比 増 減

グループ全体の経営・管理事業 6名　 （0名） 2名減 （0名）

スチュワード管理事業 159名　 （3,099名） 2名増 （183名減）

総合給食事業 121名　 　（475名） 　14名減 　（195名減）

映像・音響機器等販売施工事業 76名　 　（0名） 　2名減 （0名）

音響・放送機器等販売事業 28名　 　（1名） 1名減 （0名）

総務・人事・経理管理事業 17名　 　（5名） 　6名増 　（2名減）

合 計 407名　 （3,580名） 11名減 （380名減）

（注）使用人数は従業員数であり、パートおよびアルバイトは（　）内に年間の平均人員を外

数で記載しております。

　

②　当社の使用人の状況

使 用 人 数 前事業年度末比増減 平 均 年 齢 平 均 勤 続 年 数

6名 2名減 44.1歳 4年0ヵ月

　

(8) 主要な借入先の状況（平成23年９月30日現在）

借 入 先 借 入 額

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 651,000千円

株式会社みずほ銀行 573,338

株式会社商工組合中央金庫 420,000

株式会社三井住友銀行 416,728

株式会社りそな銀行 183,669

中央三井信託銀行株式会社 70,000

株式会社八千代銀行 14,900

合 計 2,329,635千円
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２．会社の状況

(1) 株式の状況（平成23年９月30日現在）

①　発行可能株式総数 207,760株　

②　発行済株式の総数 52,856株（自己株式2,408株を含む。）

③　株主数 1,820名　

④　大株主（上位10名） 　　

株 主 名 所 有 株 式 数 持 株 比 率

野口　緑 15,372株 30.47％

日本マスタートラスト信託銀行株式会社
（リテール信託口620090802）

6,440株 12.77％

日本マスタートラスト信託銀行株式会社
（リテール信託口620090803）

5,960株 11.81％

Ｓ・ＴＥＣ株式会社 1,890株 3.75％

白土　将敏 1,714株 3.40％

株式会社広美 1,200株 2.38％

ＣＳＳグループ従業員持株会 841株 1.67％

三瓶　秀男 608株 1.21％

堀江　豊 601株 1.19％

有限会社福田製作所 600株 1.19％

（注）１．当社は、自己株式を2,408株保有しておりますが、上記大株主からは除外しておりま

す。　

　　　２．持株比率は自己株式（2,408株）を控除して計算しております。　
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(2) 新株予約権等の状況

当社役員が保有している職務執行の対価として交付された新株予約権の状

況（平成23年９月30日現在）

発行決議日 平成16年12月19日 平成17年12月18日

新株予約権の数 210個 253個

新株予約権の目的となる株
式の種類と数

普通株式　210株
(新株予約権１個につき１株)

普通株式　253株
(新株予約権１個につき１株)

新株予約権の払込金額
新株予約権と引換えに払い込み
は要しない

新株予約権と引換えに払い込み
は要しない

新株予約権の行使に際して
出資される財産の価額

新株予約権１個あたり１円
（１株あたり１円）

新株予約権１個あたり１円
（１株あたり１円）

権利行使期間
平成17年２月１日から
平成36年12月19日まで

平成18年２月１日から
平成37年12月18日まで

行使の条件 注１ 注２

役 員 の
保 有 状 況

取締役
・新株予約権の数：205個
・目的となる株式数：205株
・保有者数：１人

・新株予約権の数：252個
・目的となる株式数：252株
・保有者数：１人

監査役
・新株予約権の数：５個
・目的となる株式数：５株
・保有者数：１人

・新株予約権の数：１個
・目的となる株式数：１株
・保有者数：１人

（注）１．①　新株予約権は、当社の取締役および監査役の地位を喪失した日の翌日（以下、

「権利行使開始日」という）から行使できるものとする。

なお、平成35年12月31日に至るまでに新株予約権者が権利行使開始日を迎えな

かった場合には、平成36年１月１日より新株予約権を行使できるものとする。

②　新株予約権の譲渡に際しては、当社取締役会の承認を要するものとする。

③　その他の条件は当社と被付与者との間で締結した契約に定める。

２．①　新株予約権は、当社の取締役および監査役の地位を喪失した日の翌日から行使

できるものとする。

②　前記①にかかわらず、平成36年12月31日に至るまで新株予約権者が権利行使開

始日を迎えなかった場合には、平成37年１月１日より新株予約権を行使できる

ものとする。

③　各新株予約権１個あたりの一部行使はできないものとする。



－ 11 －

(3) 会社役員の状況

①　取締役および監査役の状況（平成23年９月30日現在）

会社における地位 氏 名 担 当 お よ び 重 要 な 兼 職 の 状 況

取 締 役 会 長 野 口 　 緑

㈱セントラルサービスシステム 取締役会長
㈱ＣＳＳビジネスサポート 取締役会長
㈱センダン 取締役相談役　
東洋メディアリンクス㈱ 取締役

代表取締役社長 林　田　喜一郎 ㈱セントラルサービスシステム 常務取締役

取 締 役 相 談 役 松 木 　 崇 　

取 締 役 渡 邉 和 男 　

取 締 役 三 瓶 秀 男

㈱セントラルサービスシステム 代表取締役社長
㈱センダン 常務取締役
東洋メディアリンクス㈱ 取締役
㈱ＣＳＳビジネスサポート 取締役　

取 締 役 礒 邉 和 彦 ㈱センダン 代表取締役社長　

取 締 役 杉 山 衞 正
東洋メディアリンクス㈱ 代表取締役社長
音響特機㈱ 取締役　

取 締 役 川 勝 雄 介
㈱ＣＳＳビジネスサポート 代表取締役社長
㈱セントラルサービスシステム 取締役

常 勤 監 査 役 山 舘 博 康 　

監 査 役 越 智 敦 生
越智会計事務所 代表
九段監査法人 代表社員

監 査 役 瀧 口 正 則 　

（注）１．監査役越智敦生氏および瀧口正則氏は、社外監査役であります。

　　　２．監査役越智敦生氏は、公認会計士の資格を有しており、財務および会計に関する相

当程度の知見を有しております。

　　　３．当社は、監査役越智敦生氏および瀧口正則氏を大阪証券取引所の定めに基づく独立

役員として指定し、同取引所に届け出ております。
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②　事業年度中に退任した取締役および監査役　

該当事項はありません。

　

③　取締役および監査役の報酬等の総額

当事業年度に係る報酬等の総額　

区 分 支 給 人 員 支 給 額

取 締 役 ８名 60,020千円

監 査 役
（うち社外監査役）

３名
(２名)

12,210千円
（5,170千円）

合 計 11名 72,230千円

（注）１．取締役の支給額には、使用人兼務取締役の使用人分給与は含まれておりません。

　　　２．取締役の報酬限度額は、平成11年12月７日開催の第15回定時株主総会において年額

300百万円以内（ただし、使用人分給与は含まない）と決議いただいております。

　　　３．監査役の報酬限度額は、平成17年12月18日開催の第21期定時株主総会において年額

40百万円以内と決議いただいております。　

　

④　社外役員に関する事項

・監査役越智敦生氏は、越智会計事務所の代表および九段監査法人の代

表社員を兼務しております。

なお、当社は、越智会計事務所および九段監査法人との間には特別の

利害関係はありません。

・当事業年度における主な活動状況

取締役会および監査役会への出席状況

　
取締役会（17回開催） 監査役会（12回開催）

出 席 回 数 出 席 率 出 席 回 数 出 席 率

監査役 越智　敦生 17回 100％ 12回 100％

監査役 瀧口　正則 16回 94.1％ 11回 91.7％

・取締役会および監査役会における発言状況

監査役 越智敦生氏は、公認会計士としての専門的見地から取締役会の

意思決定の妥当性・適正性を確保するための助言・提言を行っておりま

す。また、監査役会においても、適宜必要な発言を行っております。

監査役 瀧口正則氏は、取締役会の意思決定の妥当性・適正性を確保す

るための助言・提言を行うとともに、監査役会においても、適宜必要な

発言を行っております。
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(4) 会計監査人の状況

①　名称 有限責任 あずさ監査法人

　

②　報酬等の額

　 支 払 額

当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額 30,750千円

当社および子会社が会計監査人に支払うべき金銭そ
の他の財産上の利益の合計額

30,750千円

（注）　当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法

に基づく監査の監査報酬等の額を明確に区分しておらず、実質的にも区分できません

ので、当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額にはこれらの合計額を記載しており

ます。

　

③　会計監査人の解任または不再任の決定の方針

会社法第340条第１項各号にあげられている事由およびこれに準ずる事

由等を、会計監査人の解任または不再任の決定の方針としております。

　

(5) 業務の適正を確保するための体制

取締役の職務の執行が法令および定款に適合することを確保するための

体制その他会社の業務の適正を確保するための体制についての決定内容の

概要は以下のとおりであります。

①取締役および使用人の職務の執行が法令および定款に適合することを確

保するための体制

取締役および使用人が法令および定款を遵守し、職務を遂行できるよ

うに、当社においては、会社法等法令に準拠する諸機関設置に加え、代

表取締役社長指導の下、グループ各社に各社社長を委員長とするコンプ

ライアンス委員会を組織し、定例的に招集する。同委員会は、経営の根

幹を形成するコンプライアンス、リスク管理、ＣＳＲ等コーポレート・

ガバナンス上の重要事項を審議する。

また、企業経営の基本方針となるＣＳＳグループ倫理規程およびコン

プライアンス規程を制定の上、代表取締役がその精神をグループ全社の

取締役および使用人に継続的に伝達し、法令遵守と社会倫理の遵守を企

業活動の原点とすることを徹底する。

さらに、グループ内に内部通報制度を継続的に機能せしめ、弁護士事

務所および税理士事務所とも顧問契約を結び、コンプライアンス体制の

強化・補完を図ることとする。

　

②取締役の職務の執行に係る情報の保存および管理に関する体制

取締役会およびその他の重要な会議の議事録、稟議書、その他取締役

の職務の執行に係る情報は、文書または電磁的媒体に記録し、法令、定
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款および社内規程に基づき、適切に保存・管理する。

また、情報管理および個人情報保護については、各々の管理規程に定

める。

　

③損失の危険の管理に関する規程その他の体制

当社では、取締役会が経営に関わる全般的リスク管理を所管し、取締

役会での協議を経て、管理部門担当役員が統括責任者となり、具体的リ

スク管理の徹底を図る。

様々なリスクを体系的・効率的に管理するべく、既存の「安全衛生管

理規程」、「債権管理規程」、「インサイダー取引防止に関する規程」

等に加え、新たなるリスク発生に際しては、適宜必要なリスク管理規程

を制定するとともに、グループ各社は当社制定「リスク管理の指針」に

基づき要領・手続を制定し、リスク管理に万全を期すこととする。

　

④取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

取締役および監査役出席による取締役会を月１回、定例的に開催し、

必要に応じて適宜臨時に開催する。かかる取締役会には、必要に応じグ

ループ各社からも出席する。

取締役会は、ＣＳＳグループ全体および各社の経営、運営に係る重要

事項の決定、業務の執行状況の監査、予算実績管理等を行い、経営およ

び業務の執行の効率と効果を確保することとする。

　

⑤当社ならびにその子会社からなる企業集団における業務の適正を確保す

るための体制

関係会社の管理は、「関係会社管理規程」に基づき管理部門担当役員

が統括する。

取締役会は、関係会社の自主性を尊重し、その経営について経営計画

に基づいた適切な施策の実行、効率的な業務の遂行、コンプライアンス

体制の運営、リスク管理への対応がなされているかを確認し、業務の適

正を確保する。

取締役会は、グループ管理体制の課題や問題を的確に把握し、その改

善を実行する。

監査役は、定期または適宜にグループ管理体制を監査し、必要に応じ

て、取締役会にて報告することとする。

　

⑥取締役および使用人が監査役に報告するための体制および監査が実効的

に行われることを確保するための体制

当社グループの取締役および使用人は、その他の取締役および使用人

の職務の執行に関し不正の行為または法令もしくは定款に違反する事実

があることを発見もしくは認知した場合、その事実を法令ならびに社内

規程に基づき監査役に報告することとする。
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また、その他の取締役および使用人が会社に著しい損害を及ぼすおそ

れのある事実を発見もしくは認知した場合、その事実を法令ならびに社

内規程に基づき監査役に報告することとする。

監査役は取締役会および重要な会議に出席するとともに、取締役会の

付議事項、決定事項、重要な会計方針や会計基準、内部監査の実施状況、

その他会社の重要事項等会社の業務執行に関わる文書を閲覧し、取締役

および使用人に説明を求めることができるものとする。

監査役は、会計監査人、グループ各社の監査役と情報交換に努め、連

携してグループ各社の監査の実効性を確保するものとする。

　

⑦監査役の職務を補助すべき使用人に関する事項ならびに当該使用人の取

締役からの独立性に関する事項

監査役はその職務を遂行する上で監査役を補助すべき使用人を置くこ

とを求めた場合、取締役会はコンプライアンス、ＣＳＲ等内部統制の確

保について、監査役と協議の上、監査役を補助すべき使用人を置くこと

ができる。

監査役を補助する使用人は、監査役が指定する補助すべき期間におい

ては監査役の指揮権の下におかれ、取締役の指揮命令は受けないものと

する。

　

(6) 剰余金の配当等の決定に関する方針

当社は株主に対する利益還元を重要な経営課題の一つとして認識し、当

連結会計年度の業績、連結配当性向および今後の経営における施策等を総

合的に勘案し、継続的かつ安定的に利益配分を行っていくことを基本方針

としております。

当期（平成23年９月期）においては、大震災および原発事故の影響によ

り、通期連結業績の大幅な下振れが避けられない状況であることから、い

ったん無配としておりましたが、既に公表致しました通り、当期純利益が

改善したことから、１株あたり100円の期末配当を実施することと致しまし

た。
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連 結 貸 借 対 照 表
（平成23年9月30日現在）

（単位：千円）

資 産 の 部 負 債 の 部

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

受取手形及び売掛金

商 品 及 び 製 品

仕 掛 品

原 材 料 及 び 貯 蔵 品

未 収 還 付 法 人 税 等

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物 及 び 構 築 物

土 地

そ の 他

無 形 固 定 資 産

そ の 他

投資その他の資産

投 資 有 価 証 券

長 期 預 金

そ の 他

4,436,797

2,463,317

1,430,601

279,873

129,518

6,863

19,707

21,791

90,952

△5,827

1,533,100

495,157

141,722

334,673

18,761

57,616

57,616

980,326

329,157

300,000

351,168

流 動 負 債 3,303,476

支払手形及び買掛金 651,112

短 期 借 入 金 1,254,900

一年以内償還予定の社債 187,000

一年以内返済予定の長期借入金 495,224

未 払 金 475,501

未 払 法 人 税 等 10,744

賞 与 引 当 金 128,130

そ の 他 100,863

固 定 負 債 1,111,452

社 債 270,000

長 期 借 入 金 579,511

繰 延 税 金 負 債 34,909

退 職 給 付 引 当 金 149,870

役員退職慰労引当金 44,614

負 の の れ ん 7,529

資 産 除 去 債 務 15,878

そ の 他 9,139

負 債 合 計 4,414,929

純 資 産 の 部

株 主 資 本 1,571,971

資 本 金 393,562

資 本 剰 余 金 277,699

利 益 剰 余 金 998,878

自 己 株 式 △98,168

その他の包括利益累計額 △17,002

その他有価証券評価差額金 △17,002

純 資 産 合 計 1,554,969

資 産 合 計 5,969,898 負 債 純 資 産 合 計 5,969,898
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連 結 損 益 計 算 書

（平成22年10月１日から）平成23年９月30日まで
　

（単位：千円）

科 目 金 額

売 上 高 　 11,603,851

売 上 原 価 　 9,659,021

売 上 総 利 益 　 1,944,829

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 　 1,873,143

営 業 利 益 　 71,686

営 業 外 収 益 　 　

受 取 利 息 3,351 　

受 取 配 当 金 6,460 　

受 取 賃 貸 料 6,880 　

負 の の れ ん 償 却 額 16,846 　

持 分 法 に よ る 投 資 利 益 4,909 　

仕 入 割 引 7,628 　

保 険 返 戻 金 10,822 　

そ の 他 15,529 72,429

営 業 外 費 用 　 　

支 払 利 息 56,057 　

投資事業有限責任組合等出資金損失 3,018 　

そ の 他 5,854 64,930

経 常 利 益 　 79,185

特 別 利 益 　 　 　

固 定 資 産 売 却 益 1,191 1,191

特 別 損 失 　 　

投 資 有 価 証 券 評 価 損 3,637 　

訴 訟 和 解 金 25,623 　

資産除去債務会計基準適用に伴う影
響 額

9,114 38,375

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 　 42,002

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 35,340 　

法 人 税 等 調 整 額 △745 34,595

少数株主損益調整前当期純利益 　 7,407

当 期 純 利 益 　 7,407
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連結株主資本等変動計算書

（平成22年10月１日から）平成23年９月30日まで
　 （単位：千円）

　

株 主 資 本

資 本 金 資本剰余金 利益剰余金 自 己 株 式
株 主 資 本
合 計

平 成 2 2 年 ９ 月 3 0 日 　 残 高 393,562 277,699 1,016,694 △98,168 1,589,788

連 結 会 計 年 度 中 の 変 動 額 　 　 　 　 　

剰 余 金 の 配 当 　 　 △25,224 　 △25,224

当 期 純 利 益 　 　 7,407 　 7,407

株主資本以外の項目の連結会計
年 度 中 の 変 動 額 ( 純 額 )

　 　 　 　 　

連結会計年度中の変動額合計 － － △17,816 － △17,816

平 成 2 3 年 ９ 月 3 0 日 　 残 高 393,562 277,699 998,878 △98,168 1,571,971

　

その他の包括利益累計額

純 資 産 合 計
その他有価証
券評価差額金

その他の包括利益
累 計 額 合 計

平 成 2 2 年 ９ 月 3 0 日 　 残 高 △26,240 △26,240 1,563,547

連 結 会 計 年 度 中 の 変 動 額 　 　 　

剰 余 金 の 配 当 　 　 △25,224

当 期 純 利 益 　 　 7,407

株主資本以外の項目の連結会計
年 度 中 の 変 動 額 ( 純 額 )

9,238 9,238 9,238

連結会計年度中の変動額合計 9,238 9,238 △8,578

平 成 2 3 年 ９ 月 3 0 日 　 残 高 △17,002 △17,002 1,554,969
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連結注記表

１．連結計算書類作成のための基本となる重要な事項

(1) 連結の範囲に関する事項

①　連結子会社の状況

・連結子会社の数 ５社

・主要な連結子会社の名称 ㈱セントラルサービスシステム

　 ㈱センダン

　 東洋メディアリンクス㈱

　 音響特機㈱

　 ㈱ＣＳＳビジネスサポート

②　非連結子会社の状況

・主要な非連結子会社の名称 ㈱デジタルコミュニケーションズ

・連結の範囲から除いた理由 非連結子会社は小規模であり、総資産、売上高、当期

純損益（持分に見合う額）及び利益剰余金（持分に見

合う額）等は、連結計算書類に重要な影響を及ぼして

いないためであります。

(2) 持分法の適用に関する事項

①　持分法を適用した非連結子会社及び関連会社の状況

・持分法適用の非連結子会社または関連会社数

　　 １社 

・主要な会社等の名称 Mood Media Japan㈱

②　持分法を適用していない非連結子会社及び関連会社の状況

・主要な会社等の名称 ㈱デジタルコミュニケーションズ

　 ㈱エスピー・ワークス

　 ㈱リプル

・持分法を適用しない理由 持分法非適用会社は、当期純損益（持分に見合う額）

及び利益剰余金（持分に見合う額）等からみて、持分

法の対象から除いても連結計算書類に及ぼす影響が軽

微であり、かつ、重要性がないため持分法の適用範囲

から除外しております。

(3) 連結子会社の事業年度等に関する事項

すべての連結子会社の事業年度の末日は、連結会計年度と一致しております。

(4) 会計処理基準に関する事項

①　重要な資産の評価基準及び評価方法

イ．その他有価証券

・時価のあるもの 連結会計年度末の市場価格等に基づく時価法（評価差

額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動

平均法により算定）
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・時価のないもの 移動平均法による原価法

　 なお、投資事業有限責任組合等への出資については組

合の財産の持分相当額に基づき評価しております。

ロ．デリバティブ 時価法

ハ．たな卸資産

・商品 主として先入先出法による原価法（貸借対照表価額に

ついては収益性の低下に基づく簿価切下げの方法によ

り算定）

・原材料・貯蔵品 最終仕入原価法

・仕掛品 個別法による原価法（貸借対照表価額については収益

性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）　

②　重要な減価償却資産の減価償却の方法

イ．有形固定資産 定率法によっております。

　　　　（リース資産を除く） ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物（附属

設備を除く）は定額法によっております。

ロ．無形固定資産

　（リース資産を除く）　

・自社利用のソフトウエア 社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法に

よっております。

・その他の無形固定資産 定額法によっております。　

ハ．リース資産

・所有権移転外ファイナンス

　・リース取引に係るリース

　資産　

　

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額

法を採用しております。なお、所有権移転外ファイナ

ンス・リース取引のうち、リース取引開始日が平成20

年9月30日以前のリース取引については、通常の賃貸借

取引に係る方法に準じた会計処理によっております。

③　重要な引当金の計上基準

イ．貸倒引当金 金銭債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権

については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の

債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能

見込額を計上しております。

ロ．賞与引当金 当社及び連結子会社の従業員の賞与支給に備えるため、

賞与支給見込額のうち当連結会計年度に負担すべき額

を計上しております。

ハ．退職給付引当金 当社及び連結子会社の従業員の退職給付に備えるため、

当連結会計年度末における退職給付債務の見込額に基

づき計上しております。

ニ．役員退職慰労引当金　 一部の連結子会社について、役員の退職慰労金の支出

に備えるため、内規に基づく当連結会計年度末要支給

額を計上しております。
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④　重要なヘッジ会計の方法

イ．ヘッジ会計の方法 金利スワップについては特例処理の条件を満たしてい

る場合には特例処理を採用しております。

ロ．ヘッジ手段とヘッジ対象 ヘッジ手段…金利スワップ

　 ヘッジ対象…借入金の利息

ハ．ヘッジ方針 市場変動相場に伴うリスクの軽減を目的として利用す

る方針であります。

ニ．ヘッジの有効性評価の方法 ヘッジ手段とヘッジ対象のキャッシュ・フローを事前

に比較・検討し、有効性を確認しております。

　 ただし、特例処理によっているスワップについては、

有効性の評価を省略しております。

⑤　その他連結計算書類作成のための重要な事項

イ．消費税等の会計処理 消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によって

おります。

ロ．のれん及び負ののれんの償

　　却に関する事項

負ののれんは５年で均等償却しております。

(5) 重要な会計方針の変更

(資産除去債務に関する会計基準の適用)　

　当連結会計年度より、「資産除去債務に関する会計基準」(企業会計基準第18号　平成

20年3月31日)及び「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針

第21号　平成20年3月31日)を適用しております。

　この変更による当連結会計年度の営業利益、経常利益は1,107千円及び税金等調整前当

期純利益は10,221千円、それぞれ減少しております。また、当会計基準の適用開始によ

る資産除去債務の変動額は15,663千円であります。　

(6) 表示方法の変更

(連結貸借対照表)　

　当連結会計年度より、「投資その他の資産」の「その他」に含めて表示しておりまし

た「長期預金」(前連結会計年度300,000千円)は、当連結会計年度において、金額的重要

性が増したため、区分掲記しております。

(連結損益計算書)

　当連結会計年度より、「連結財務諸表に関する会計基準」(企業会計基準第22号　平成

20年12月26日)に基づき、「会社法施行規則、会社計算規則等の一部を改正する省令」(平

成21年3月27日　平成21年法務省令第7号)を適用し、「少数株主損益調整前当期純利益」

の科目で表示しております。
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２．連結貸借対照表に関する注記

(1) 共同支配企業への投資額 27,811千円

(2) 担保に供している資産

　 定期預金 100,000千円　

　 投資有価証券 72,928千円　

　 建物及び構築物 65,802千円　

　 土地 108,935千円　

　 投資その他の資産 45,151千円　

　 計 392,816千円　

上記に対する債務

　 短期借入金 214,900千円　

　 一年以内返済予定の長期借入金 400,924千円　

　 長期借入金 485,311千円　

　 計 1,101,135千円　

(3) 有形固定資産の減価償却累計額 214,706千円

　

３．連結株主資本等変動計算書に関する注記

(1) 発行済株式の総数に関する事項

株式の種類 前連結会計年度末の株式数 当連結会計年度増加株式数 当連結会計年度減少株式数 当連結会計年度末の株式数

普 通 株 式 52,856株 －株 －株 52,856株

(2) 自己株式の数に関する事項

株式の種類 前連結会計年度末の株式数 当連結会計年度増加株式数 当連結会計年度減少株式数 当連結会計年度末の株式数

普 通 株 式 2,408株 －株 －株 2,408株

(3) 剰余金の配当に関する事項

①　平成22年11月17日取締役会決議　

    ・配当金支払額等　　　              25,224千円

    ・１株当たり配当額　　　　　　　　　500円

    ・基準日　　　　　　　　　　　　　　平成22年９月30日

    ・効力発生日　　　　　　　　　　　　平成22年12月21日　

②　基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生が翌連結会計年度にな

るもの

　　平成23年11月16日開催の取締役会において次のとおり付議致します。

　　・配当金の総額　　　　　　　　　　　5,044千円

　　・１株当たり配当額　　　　　　　　　100円

　　・基準日　　　　　　　　　　　　　　平成23年９月30日

　　・効力発生日　　　　　　　　　　　　平成23年12月20日
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　(4) 当連結会計年度末日における新株予約権に関する事項

　 平成16年12月19日取締役会決議分 平成17年12月18日取締役会決議分

目的となる株式の種類 普通株式 普通株式

目 的 と な る 株 式 の 数 210株 253株

新 株 予 約 権 の 残 高 210個 253個

　

４．金融商品に関する注記

(1) 金融商品の状況に関する事項

①　金融商品に対する取組方針

　当社グループは、年間の損益計画に基づき必要な資金（主に銀行借入や社債発行）

を調達しております。

　一時的余資は安全性の高い金融資産で運用し、また、短期的な運転資金は銀行借入

により調達しております。

②　金融商品の内容及びそのリスク並びに管理体制

　営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されておりますが、

当該リスクに関して、当社グループは期日及び残高を管理しており、早期回収を実現

する体制をとっております。　

　投資有価証券は主に株式であり、市場価格の変動リスクに晒されていますが、定期

的に時価の変動を把握しております。

　支払手形、買掛金、そのほとんどが1年以内の支払期日であります。

　借入金及び社債の使途は、運転資金の調達であります。　

　デリバティブは、借入金に係る支払金利の変動リスクに対するヘッジ取引を目的と

した金利スワップ取引であります。なお、デリバティブは社内ルールに従い、資金担

当部門が決裁担当者の承認を得て行っております。　　　　
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　(2) 金融商品の時価等に関する事項

　平成23年９月30日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、

次のとおりであります。　　　　

（単位：千円）

　 連結貸借対照表計上額 時　価 差　額

①現金及び預金 2,463,317 2,463,317 －

②受取手形及び売掛金 1,430,601 1,430,601 －

③投資有価証券 　 　 　

　その他有価証券 166,943 166,943 －

資産計　 　4,060,861 　4,060,861 －

④支払手形及び買掛金 651,112 651,112 －

⑤短期借入金 1,254,900 1,254,900 －

⑥社債 457,000 458,473 △1,473

⑦長期借入金 1,074,735 1,063,728 11,006

負債計 3,437,747 3,428,214 9,533

⑧デリバティブ取引（※） 　 　 　

ヘッジ会計が適用されていないもの (6,189) (6,189) －

ヘッジ会計が適用されているもの －　 －　 －

（※）デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しており、合計で正味の債務と　

なる項目については（　）で示しております。

(注１) 金融商品の時価の算定方法に関する事項

①現金及び預金、②受取手形及び売掛金

　これらは、短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似しているこ

とから、当該帳簿価額によっております。

③投資有価証券

　これらの時価について、株式等は取引所の価格によっております。

　なお、有価証券は関係会社株式及びその他有価証券として保有しており、これらに

関する連結貸借対照表計上額と取得原価との差額は以下のとおりであります。

  （単位：千円）

　 種　類 連結貸借対照表計上額 取得原価 差　額

連結貸借対照表計上額が
取得原価を超えるもの

①株式    34,341 22,508 11,832

②債券
　国債・地方債等

  　30,036 30,030 6

　 小　計   　64,377 52,538 　11,839

連結貸借対照表計上額が
取得原価を超えないもの

①株式 132,602 161,307 　△28,705

②債券
　国債・地方債等

  　－ － 　－

　 小　計   132,602 161,307 　△28,705

合　計　 196,979 213,845 　△16,866

　その他の有価証券の当連結会計年度中の売却額はありません。
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④支払手形及び買掛金、⑤短期借入金

　これらは短期で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳

簿価額によっております。

⑥社債

　社債の時価は、元利金の合計額を当該社債の残存期間及び信用リスクを加味した利

率で割り引いた現在価値により算定しております。

⑦長期借入金

　長期借入金の時価は、元利金の合計額を同様の新規借入を行った場合に想定される

利率で割り引いた現在価値により算定しております。

⑧デリバティブ

　ヘッジ会計が適用されていないデリバティブ取引

　ヘッジが適用されていないデリバティブ取引について、取引の対象物の種類ごと

の連結決算日における契約額または契約において定められた元本相当額、時価及び

評価損益並びに当該時価の算定方法は次のとおりであります。

　　　　　　（単位：千円）

区　分 取引の種類 契約額等
契約額のう
ち１年超

時価 評価損益

市場取引
以外の取引

金利スワップ取引
支払固定・受取変動

　200,000 　　200,000 △6,189 △6,189

合　計 200,000 　200,000 △6,189 △6,189

（注）時価の算定方法

　　　取引先金融機関から提示された価格等に基づき算定しております。

　

　ヘッジが適用されているデリバティブ取引

　ヘッジが適用されているデリバティブ取引について、ヘッジ会計の方法ごとの連

結決算日における、契約額または契約において定められた元本相当額は、次のとお

りであります。

（単位：千円）

ヘッジ会計
の方法

取引の種類
主なヘッジ

対象
契約額等

契約額のう
ち１年超

時価

金利スワップ
の特例処理

金利スワップ取引
支払固定・受取変動

長期借入金 487,493 267,489 　△5,107

合　計 　 487,493 　267,489 △5,107

（注）時価の算定方法

　　　取引先金融機関から提示された価格等に基づき算定しております。　
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(注２) 時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

　　　　　　                        　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）

区　　分 連結貸借対照表計上額

非上場株式　
関係会社株式
投資事業有限責任組合等出資金

48,743
39,211
44,232

合　計 132,186

これらについては、市場性がなく、時価を把握することが極めて困難と認められるも

のであるため、「③投資有価証券」には含めておりません。

　

(注３) 長期借入金及び社債の連結決算日後５年間の返済予定額は以下の通りであります。

　　　　　　　（単位：千円）

区　分 １年以内 １年超２年以内 ２年超３年以内 ３年超４年以内 ４年超５年以内

長期借入金 495,224 375,736 180,794 22,981 －

　

区　分 １年以内 １年超２年以内 ２年超３年以内 ３年超４年以内 ４年超５年以内

社 債 187,000 150,000 110,000 10,000 －

　　

５．賃貸等不動産に関する注記

　該当事項はありません。　

　

６．１株当たり情報に関する注記

(1) １株当たり純資産額 30,823円21銭

(2) １株当たり当期純利益 146円83銭

　

７．重要な後発事象に関する注記

　該当事項はありません。　

　

８．その他の注記

　該当事項はありません。
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貸 借 対 照 表
（平成23年９月30日現在）

（単位：千円）

資 産 の 部 負 債 の 部

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

未 収 入 金

前 払 費 用

未 収 還 付 法 人 税 等

そ の 他

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

無 形 固 定 資 産

ソ フ ト ウ ェ ア

投資その他の資産

投 資 有 価 証 券

関 係 会 社 株 式

長 期 前 払 費 用

そ の 他

220,137

153,514

50,097

3,335

13,899

56

△766

1,837,383

729

729

1,836,654

71,404

1,752,200

10,759

2,290

流 動 負 債 820,725

短 期 借 入 金 750,000

一年以内返済予定の長期借入金 38,500

未 払 金 25,839

預 り 金 1,807

賞 与 引 当 金 2,745

そ の 他 1,834

固 定 負 債 6,684

退 職 給 付 引 当 金 495

そ の 他 6,189

負 債 合 計 827,410

純 資 産 の 部

株 主 資 本 1,223,898

資 本 金 393,562

資 本 剰 余 金 277,699

資 本 準 備 金 117,699

その他資本剰余金 160,000

利 益 剰 余 金 650,805

その他利益剰余金 650,805

別 途 積 立 金 600,000

繰 越 利 益 剰 余 金 50,805

自 己 株 式 △98,168

評価・換算差額等 6,212

その他有価証券評価差額金 6,212

純 資 産 合 計 1,230,111

資 産 合 計 2,057,521 負 債 純 資 産 合 計 2,057,521
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損 益 計 算 書

（平成22年10月１日から）平成23年９月30日まで
　

（単位：千円）
　

科 目 金 額

営 業 収 益 　 　

関 係 会 社 経 営 管 理 料 129,063 　

関 係 会 社 受 取 配 当 金 69,220 198,283

営 業 費 用 　 　

一 般 管 理 費 213,546 213,546

営 業 損 失 （ △ ） 　 △15,262

営 業 外 収 益 　 　

受 取 利 息 70 　

受 取 配 当 金 624 　

金 利 ス ワ ッ プ 評 価 益 2,346 　

未 払 配 当 金 除 斥 益 666 　

そ の 他 1,176 4,883

営 業 外 費 用 　 　

支 払 利 息 15,003 　

投資事業有限責任組合等出資金損失 3,018 　

そ の 他 1,057 19,079

経 常 損 失 （ △ ） 　 △29,458

特 別 損 失 　 　

投 資 有 価 証 券 評 価 損 27 27

税 引 前 当 期 純 損 失 （ △ ） 　 △29,485

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 △41,000 　

法 人 税 等 調 整 額 － △41,000

当 期 純 利 益 　 11,514
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株主資本等変動計算書

（平成22年10月１日から）平成23年９月30日まで
　

（単位：千円）

　

株 主 資 本

資本金

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金

自己株式
株主資本
合　　計

資本準備金
そ　の　他
資本剰余金

資本剰余金
合　　　計

その他利益剰余金
利益剰余金
合　　　計別 途

積 立 金
繰越利益
剰 余 金

平成22年９月30日　残高 393,562 117,699 160,000 277,699 600,000 64,514 664,514 △98,168 1,237,608

事業年度中の変動額 　 　 　 　 　 　 　 　 　

剰余金の配当 　 　 　 　  △25,224 △25,224 　 △25,224

当 期 純 利 益 　 　 　 　 　 11,514 11,514 　 11,514

株主資本以外の
項目の事業年度中
の変動額(純額)

　 　 　 　 　 　 　 　 　

事業年度中の変動額合計 － － － － － △13,709 △13,709 － △13,709

平成23年９月30日　残高 393,562 117,699 160,000 277,699 600,000 50,805 650,805 △98,168 1,223,898

　

評価・換算差額等

純資産合計

　 　 　 　

その他有価証券
評 価 差 額 金

評 価 ・ 換 算
差 額 等 合 計

　 　 　 　

平成22年９月30日　残高 5,484 5,484 1,243,092 　 　 　 　

事業年度中の変動額 　 　 　 　 　 　 　

剰余金の配当 　 　 △25,224 　 　 　 　

当 期 純 利 益 　 　 11,514 　 　 　 　

株主資本以外の
項目の事業年度中
の変動額(純額)

727 727 727 　 　 　 　

事業年度中の変動額合計 727 727 △12,981 　 　 　 　

平成23年９月30日　残高 6,212 6,212 1,230,111 　 　 　 　
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個別注記表

１．重要な会計方針に係る事項

(1) 資産の評価基準及び評価方法

①　子会社株式及び関連会社株式 移動平均法による原価法

②　その他有価証券

・時価のあるもの 事業年度の末日の市場価格等に基づく時価法（評価差

額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動

平均法により算定）

・時価のないもの 移動平均法による原価法

　 なお、投資事業有限責任組合等への出資については組

合の財産の持分相当額に基づき評価しております。

(2) 固定資産の減価償却の方法

　無形固定資産

・自社利用のソフトウエア 社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法に

よっております。

(3) 引当金の計上基準

　賞与引当金 従業員の賞与支給に備えるため、賞与支給見込額のう

ち当事業年度に負担すべき額を計上しております。

　退職給付引当金 従業員の退職給付に備えるため、当事業年度の末日に

おける退職給付債務の見込額に基づき計上しておりま

す。

(4) ヘッジ会計 時価法　

(5) その他計算書類作成のための基本となる事項

消費税等の会計処理 消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によって

おります。

　

２．貸借対照表に関する注記

(1) 偶発債務

 関係会社の取引先との取引に対し債務保証を行っております。

 ㈱センダン　　　　　　　                                     62,302千円

(2) 関係会社に対する金銭債権、債務は次のとおりであります。

①　短期金銭債権 49,362千円

②　短期金銭債務 12,314千円
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３．損益計算書に関する注記

　関係会社との取引高

(1) 営業取引高 　

　 営業収益 198,283千円

　 その他営業取引 19,980千円

(2) 営業取引以外の取引高 1,057千円

　

４．株主資本等変動計算書に関する注記

自己株式の数に関する事項

株式の種類 前事業年度末の株式数 当事業年度増加株式数 当事業年度減少株式数 当事業年度末の株式数

普 通 株 式 2,408株 －株 －株 2,408株

　

５．税効果会計に関する注記

(1) 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因

繰延税金資産(流動）

　 賞与引当金 1,265千円　

　 未払事業税 46千円　

　 　　　　　　　計 1,312千円　

　 評価性引当額 △1,312千円　

　 計 －千円　

繰延税金資産(固定）

　 投資有価証券評価損 17,588千円　

　 子会社株式 28,514千円　

　 減損損失 6,166千円　

　 繰越欠損金 337,255千円　

　 その他 29,741千円　

　 　　　　　　　計 419,266千円　

　 評価性引当額 △419,266千円　

　 計 －千円　

(2) 税率差異の内訳

税率差異については、税引前当期純損失を計上しているため記載しておりません。
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６．関連当事者との取引に関する注記

子会社等 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　　  (注4)

属性
会社等の

名称

議決権の所有

（被所有）

割合

関連当事者

との関連
取引内容

取引金額

（千円）
科目

期末

残高

（千円）

子会社
㈱ ｾ ﾝ ﾄ ﾗ ﾙ
ｻ ｰ ﾋ ﾞ ｽ ｼ ｽ ﾃ ﾑ

所有
直接
100.0％

役務の提供
被債務保証
役員の兼任

経営管理料の受入

（注1）
53,070 未払金 1,907

借入金債務の被保証
保証料の支払
（注2）

34,000
1,057

　
未払金 257

子会社 ㈱ ｾ ﾝ ﾀ ﾞ ﾝ
所有
直接
100.0％

役務の提供
債務保証
役員の兼任

経営管理料の受入

（注1）
22,599 未払金 1,155

仕入代金の支払保証
（注3）

62,302 － －

子会社
東洋ﾒﾃﾞｨｱ
ﾘ ﾝ ｸ ｽ ㈱

所有

直接

100.0％

役務の提供
役員の兼任

経営管理料の受入
（注1）

32,846 未払金 1,231

取引条件及び取引条件の決定方針等

（注1）価格その他の取引条件は、市場条件を勘案した上で一定の計算方式に基づき提示を行

い、毎期交渉により決定しております。

（注2）当社の銀行借入(みずほ銀行170百万円、三井住友銀行170百万円)に対し、債務保証を

受けており、年率0.3%の保証料を支払っております。

（注3）㈱センダンの仕入れ代金に対し、160百万円を上限とする債務保証を行っております。

なお、保証料は受取っておりません。

（注4）取引金額には消費税は含まれておりません。期末残高には消費税等を含めております。

　

７．１株当たり情報に関する注記

(1) １株当たり純資産額 24,383円74銭

(2) １株当たり当期純利益 228円24銭

　

８．重要な後発事象に関する注記

該当事項はありません。

　

９．その他の注記

該当事項はありません。
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連結計算書類に係る会計監査報告

　 独立監査人の監査報告書 　

　 平成23年11月16日　

　株式会社ＣＳＳホールディングス 　

　 取締役会　御中 　

　       　有限責任　あずさ監査法人 　

　

指 定 有 限 責 任 社 員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 柏 嵜 周 弘 

指 定 有 限 責 任 社 員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 田 中 　 量 
　

　　当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、株式会社ＣＳＳホ

ールディングスの平成22年10月1日から平成23年9月30日までの連結会計年

度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株

主資本等変動計算書及び連結注記表について監査を行った。この連結計算

書類の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結

計算書類に対する意見を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準

に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に連結計算書類に重

要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。

監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適

用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連

結計算書類の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結

果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

　当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当

と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社ＣＳＳホールディング

ス及び連結子会社から成る企業集団の当該連結計算書類に係る期間の財産

及び損益の状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認

める。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定に

より記載すべき利害関係はない。

以　上
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計算書類に係る会計監査報告

　 独立監査人の監査報告書 　

　 平成23年11月16日　

　株式会社ＣＳＳホールディングス 　

　 取締役会　御中 　

　 　　有限責任　あずさ監査法人 　

　

指 定 有 限 責 任 社 員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 柏 嵜 周 弘 

指 定 有 限 責 任 社 員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 田 中 　 量 
　

　　当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、株式会社

ＣＳＳホールディングスの平成22年10月1日から平成23年9月30日までの

第27期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主

資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書について監査を

行った。この計算書類及びその附属明細書の作成責任は経営者にあり、

当監査法人の責任は独立の立場から計算書類及びその附属明細書に対す

る意見を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基

準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に計算書類及び

その附属明細書に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得

ることを求めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用

した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの

評価も含め全体としての計算書類及びその附属明細書の表示を検討する

ことを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための

合理的な基礎を得たと判断している。

　当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国におい

て一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、当該計算書

類及びその附属明細書に係る期間の財産及び損益の状況をすべての重要

な点において適正に表示しているものと認める。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定

により記載すべき利害関係はない。

以　上
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監査役会の監査報告

　 監　査　報　告　書 　

　 当監査役会は、平成22年10月１日から平成23年９月30日までの第27期事

業年度の取締役の職務の執行に関して、各監査役が作成した監査報告書に

基づき、審議の上、本監査報告書を作成し、以下のとおり報告致します。

　

１．監査役および監査役会の監査の方法およびその内容

監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の実

施状況および結果について報告を受けるほか、取締役等および会計監査人

からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めま

した。

各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方針、

職務の分担等に従い、取締役、内部監査部門その他の使用人等と意思疎通

を図り、情報の収集および監査の環境の整備に努めるとともに、取締役会

その他重要な会議に出席し、取締役および使用人等からその職務の執行状

況について報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲

覧し、本社および主要な事業所において業務および財産の状況を調査致し

ました。また、事業報告に記載されている取締役の職務の執行が、法令お

よび定款に適合することを確保するための体制その他株式会社の業務の適

正を確保するために必要なものとして会社法施行規則第100条第１項および

第３項に定める体制の整備に関する取締役会決議の内容および当該決議に

基づき整備されている体制（内部統制システム）について、取締役および

使用人等からその構築および運用の状況について定期的に報告を受け、必

要に応じて説明を求め、意見を表明致しました。

子会社については、子会社の取締役および監査役等と意思疎通および情

報の交換を図り、必要に応じて子会社から事業の報告を受けました。以上

の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告およびその附属明細書につ

いて検討致しました。

　さらに、会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施し

ているかを監視および検証するとともに、会計監査人からその職務の執行

状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。また、会計監

査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保するための体制」（会

社計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」

（平成17年10月28日企業会計審議会）等に従って整備している旨の通知を

受け、必要に応じて説明を求めました。以上の方法に基づき、当該事業年

度に係る計算書類（貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書およ

び個別注記表）およびその附属明細書ならびに連結計算書類（連結貸借対

照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書および連結注記表）に

ついて検討致しました。
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　２．監査の結果

(1) 事業報告等の監査結果

一　事業報告およびその附属明細書は、法令および定款に従い、会社

の状況を正しく示しているものと認めます。

二　取締役の職務の執行に関する不正の行為または法令もしくは定款

に違反する重大な事実は認められません。

三　内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認

めます。また、当該内部統制システムに関する事業報告の記載内

容および取締役の職務の執行についても、指摘すべき事項は認め

られません。

(2) 計算書類およびその附属明細書の監査結果

会計監査人有限責任あずさ監査法人の監査の方法および結果は相当

であると認めます。

(3) 連結計算書類の監査結果

会計監査人有限責任あずさ監査法人の監査の方法および結果は相当

であると認めます。

　

　

　平成23年11月16日 　

　 株式会社ＣＳＳホールディングス　監査役会 　

　

常 勤 監 査 役 山 舘 博 康 

社 外 監 査 役 越 智 敦 生 

社 外 監 査 役 瀧 口 正 則 
　

　

以　上
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株主総会参考書類
　

議 案　取締役８名選任の件

取締役全員（８名）は、本総会終結の時をもって任期満了となります。

つきましては、取締役８名の選任をお願いするものであります。

取締役候補者は、次のとおりであります。

候補者
番 号

氏 名
（生年月日）

略歴、当社における地位および担当
（ 重 要 な 兼 職 の 状 況 ）

所有する当
社の株式数

１
の

野
ぐち

口 　
みどり

緑
(昭和32年３月８日生)

昭和59年12月　当社取締役

平成10年10月　当社取締役副社長

平成15年11月　当社代表取締役会長

平成20年４月　当社取締役会長（現任）

［重要な兼職の状況］

㈱セントラルサービスシステム 取締役会長

㈱ＣＳＳビジネスサポート 取締役会長

㈱センダン 取締役相談役

東洋メディアリンクス㈱ 取締役

15,372株

２
はやし

林
だ

田　
き

喜
いち

一
ろう

郎
(昭和43年３月４日生)

平成13年12月　当社業務部部長

平成15年12月　当社取締役

平成20年３月　当社取締役辞任

平成20年12月　当社取締役

平成21年12月　当社専務取締役

平成22年12月　当社代表取締役社長（現任）

［重要な兼職の状況］

㈱セントラルサービスシステム 常務取締役

524株

３
まつ

松
き

木 　
たかし

崇
(昭和16年４月12日生)

平成18年４月　当社顧問

平成20年12月　当社代表取締役社長

平成22年12月　当社取締役相談役（現任）

40株

４
さん

三
ぺい

瓶
ひで

秀
お

男
(昭和38年１月９日生)

平成13年12月　当社業務部部長

平成15年12月　当社取締役

平成20年３月　当社取締役辞任

平成20年12月　当社取締役（現任）

［重要な兼職の状況］

㈱セントラルサービスシステム 代表取締役社長

㈱センダン 常務取締役

東洋メディアリンクス㈱ 取締役

㈱ＣＳＳビジネスサポート 取締役

608株
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候補者
番 号

氏 名
（生年月日）

略歴、当社における地位および担当
（ 重 要 な 兼 職 の 状 況 ）

所有する当
社の株式数

５
いそ

礒
べ

邉
かず

和
ひこ

彦
(昭和27年10月17日生)

平成13年12月　当社業務推進部部長

平成16年12月　当社取締役

平成20年３月　当社取締役辞任

平成20年12月　当社取締役（現任）

［重要な兼職の状況］

㈱センダン 代表取締役社長

5株

６
かわ

川
かつ

勝
ゆう

雄
すけ

介
(昭和43年２月15日生)

平成18年４月　当社業務本部部長

平成22年12月　当社取締役（現任）

［重要な兼職の状況］

㈱ＣＳＳビジネスサポート 代表取締役社長

㈱セントラルサービスシステム 取締役

120株

７
すぎ

杉
やま

山
もり

衞
まさ

正
(昭和30年１月18日生)

平成20年12月　当社取締役（現任）

［重要な兼職の状況］

東洋メディアリンクス㈱ 代表取締役社長

音響特機㈱ 取締役　

30株

８
つじ

辻　　
かつ

勝
た

太
ろう

郎
(昭和24年７月13日生)

平成16年10月　音響特機㈱入社

平成17年３月　同社マーケティング本部長

平成17年６月　同社取締役

平成18年６月　同社代表取締役社長（現任）

10株

（注）１．所有する当社の株式数は平成23年９月30日現在にて表示しております。

２．各候補者と当社との間には特別の利害関係はありません。　

３．辻 勝太郎氏は新任取締役候補者であります。

　

　以　上
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株主総会会場ご案内図
　

会場　〒102-0085　東京都千代田区六番町15番地

主婦会館プラザエフ 地下２階 クラルテ

電話 (03）3265－8111
　

至新宿

至東京

至新宿

東京メトロ
丸ノ内線
南北線
四ツ谷駅
赤坂口

東京メトロ
南北線
四ツ谷駅
３番出口

上智大学

至半蔵門

新宿通り

麹町口

スクワール
　 麹町

ロータリー

雙葉
学園

聖イグナチオ
　　教会

交番

N

外
堀
通
り

JR

四
ツ
谷
駅

主婦会館プラザエフ

　

 [交通機関] ＪＲ(中央線)四ツ谷駅麹町口より徒歩１分

　　　　　　東京メトロ(丸ノ内線・南北線)四ツ谷駅から徒歩２分

　

※ 昨年度まで定時株主総会後に開催しておりました株主懇親会は、

開催いたしません。予めご了承くださいますようお願い申しあげ

ます。

　


